
 

令和７年度 事業報告書 

 

自  令和７年４月 １日 

至  令和８年３月 31 日 

 

【公益目的事業１】宅地建物取引業の運営適正化を図る事業 

 

１．消費者に対する不動産無料相談所の設置に関する事業 

消費者に対する無料相談所の開設（担当 － 綱紀苦情委員会） 

① 県下３会場において毎週木曜日に定期無料相談所（第１ 上越会場・第２・４新潟

会場・第３ 長岡会場）を開設し、消費者の相談に対応しました。 

② 消費者に対するＰＲを、インターネット・新聞等を利用して行いました。 

③ 相談員研修会を開催し、相談員の資質向上と業務知識の習得をはかりました。 

④ 新発田支部において、官民連携による常設の相談所を開設致しました。 

⑤ 弁護士による法律相談会を 29回開催しました。 

⑥ 令和７年度における消費者よりの相談内容は、以下のとおりです。 

 

 相 談 内 容 件数 

１ 業者に関する相談 ４１ 

２ 契約に関する相談 ２２ 

３ 物件に関する相談 １６ 

４ 報酬に関する相談 ３ 

５ 借地借家に関する相談 ２６ 

６ 手付金に関する相談 ２ 

７ 税金に関する相談 ２ 

８ ローンに関する相談 １ 

９ 登記に関する相談 ２ 

10 業法・民法に関する相談 ２０ 

11 建築（建基法含）に関する相談 ５ 

12 価格等に関する相談 ７ 

13 国土法・都計法等に関する相談 ３ 

14 空き家に関する相談 ５３ 

15 アパートの入居退去・原状回復 ３２ 

16 その他 ３４ 

 合 計 ２６９ 



 

２．綱紀苦情委員会の設置に関する事業 

消費者よりの苦情申出の対応           （担当 － 綱紀苦情委員会） 

① 委員会を年６回、各支部での聴聞会を７回開催し、消費者よりの苦情申出に対処致

しました。 

② 本年度(公社)全宅保証新潟本部の弁済業務委員会に、弁済の認証申出を９件提出し

認証は１件、認証拒否は１件でした。 

 

３．宅地建物取引士育成等事業 
（１）研修会の開催                                （担当 － 指導研修委員会) 

宅建業に必要な不動産関連法令の知識・習得をはかるため、ハトマークセミナー

を開催致しました。 

県本部主催セミナーは一般消費者にも公開し、一般消費者が来場されました。県

本部主催セミナーは Webで配信しました。 

① 県本部主催のハトマークセミナーの開催             

1)年３回、宅建業を行うにあたり必要な研修テーマを設定し、開催致しました。 

2)令和６年度に開催した県本部主催の研修会に、すべて出席された会員に研

修の成果を消費者にＰＲするため、受講優良会員ステッカーを贈呈致しました。 

② 支部主催ハトマークセミナーの開催 

1)支部主催のハトマークセミナーを開催致しました。 

2)各支部の開催状況は参考資料６をご参照願います。 

③ 消費者セミナーの開催                            

        11月９日(日)、リージョンプラザ上越において消費者セミナーを開催し、協会の

無料相談事業の紹介及び不動産無料相談所を設置致しました。 

        その後、県立海洋高校相撲部総監督 田海  哲也様の講演会を行いました。 

 
（２）新規免許業者研修会の開催                      （担当 － 指導研修委員会) 

① 新入会員研修会の開催       

1)12月５日(金)、新規開業者を対象とした新入会員研修会を開催し、新規開業者

の実務能力の向上とトラブル防止について研修致しました。 

2)受講された会員皆様に、「修了証書」を贈呈致しました。 

② 開業支援事業                     

新規開業希望者並びに開業間もない会員皆様に対して、開業支援セミナーを４回

開催し合計で 16組 19名の参加があり、中小企業に対する貸付制度、開業に関して

個別相談、開業者の体験談の講演を行いました。 

 

（３）宅地建物取引士証交付業務に関する事業             （担当 － 法定業務委員会） 

 宅地建物取引士法定講習会の実施 

① 令和７年度宅地建物取引士法定講習会（座学講習）を、新潟市で２回・長岡市で２

回の計４回開催致しました。受講者は他県登録者を含み301名でした。 

ＷＥＢ法定講習会を24回実施しました。受講者は373名でした。 



 

② 宅地建物取引士証交付業務（交付申請書の受付、取引士証の交付及び作成の一部、

その他付随する事務）を行いました。 

③ 宅建士システムにより、宅地建物取引士法定講習会の申込み・受付業務、宅建士証

の発行作業を行いました。 

 

（４）宅地建物取引士資格試験事務の実施に関する事業     （担当 － 法定業務委員会） 
   ① 試験監督員等説明会を行い、当日の試験に備えました。 

   ② 県内３試験会場の準備及び試験を実施致しました。 

   ③ 令和７年度宅地建物取引士資格試験の実施状況 
 

新潟県 申込者数 受験者数 合格者数 合格率(％) 

一般受験者合計 2,395 名 1,858 名 292名 15.7％ 

 

北 越 高 等 学 校 817名 651名 116名 17.8％ 

朱 鷺 メ ッ セ 913名 700名 89名 12.7％ 

長岡商業高等学校 665名 507名 87名 17.1％ 

登録講習修了者 346名 318名 62名 19.5％ 

合 計 2,741 名 2,176 名 354名 16.3％  

全 国 申込者数 受験者数 合格者数 合格率(％) 

 
一般受験者 249,177名 194,542名 33,505 名 17.2％  

登録講習修了者 56,922 名 50,920 名 12,316 名 24.2％  

合 計 306,099名 245,462名 45,821 名 18.7％  
 
  ※合格点は 33点（５問免除は 28点）でした。 

 

４．消費者に便利でわかりやすい不動産流通市場の提供に関する事業 

（１）不動産フェアの開催                   （担当 － 提携業務委員会） 

① ９月 23日(火)「不動産の日」を中心に、県内 11会場において不動産フェアを開催

し、協会事業等のＰＲを致しました。 

会場では不動産・空き家・ローンに関する無料相談に応じました。 

また、物件パネルの展示や新聞折込みに物件を掲載し情報提供致しました。 

② 国土交通省、新潟県、新潟日報社の「後援」名義使用許可をいただき、開催致しま

した。 

③ 会場においては、消費者に土地住宅税制の冊子「あなたの不動産税金は」を配布し、

土地住宅税制に対する理解を得ました。 

 

 

 



 

（２）｢ハトマークサイト新潟｣を通して、消費者に不動産物件の情報提供を円滑に行い

ました。                      

新潟県内のすべての高等学校に、就職・進学の際に｢ハトマークサイト｣を利用して 

     アパート・マンションの賃貸情報を入手できる旨の案内を送付致しました。 

 

（３）若年層における社会生活の啓発事業           

① 新潟県内のすべての高等学校に、「はじめての一人暮らしガイドブック」を送付致

しました。 

② 新潟県内のすべての大学・短大に、日本での賃貸住宅を借りる際の｢部屋探し｣か

ら｢契約｣｢入居中の規則｣｢緊急災害への備え｣などをまとめ、生活習慣の違う国の

方にも理解しやすいよう、イラストや分かりやすい文書を用いて５カ国語(日本語、

英語、中国語、ハングル、ベトナム語)で説明した｢部屋を借りる人のためのガイ

ドブック」を送付致しました。 

 

（４）国土交通大臣指定流通機構（レインズ）、ハトマークサイト新潟の円滑な運営 

会員皆様からの依頼により、｢ハトサポＢＢよりハトマークサイト新潟・レインズ」

への物件登録の代行を行いました。 

 

５．行政等における法令の制定、改正、通達等の広報事業 
（１）会報「宅建にいがた」に掲載し、会員皆様に周知した事項は以下のとおりです。 

【新潟県土木部都市局建築住宅課】  

R7. 4.15  宅地建物取引業法の遵守のお願い  

 

【新潟県土木部用地・土地利用対策課】  

R7. 6.10  令和７年度新潟県地価調査事業に関する協力について  

R7. 8.10  令和６年度宅地建物取引業者の一斉立入調査結果について 

 

【新潟県福祉保健部障害福祉課】  

R7. 6.10 「新潟県障害を理由とする差別の解消の推進に関する条例」の周知について 

R7. 8.10  医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保に関する法律第二条第 

十五項に規定する指定薬物及び同法第七十六条の四に規定する医療等の用途

を定める省令の一部改正について 

R7. 8.10 新潟県薬物の乱用の防止に関する条例第 16条項第 1 項に関する知事指定薬物

の新規指定について 

R7.10.10 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保に関する法律第二条第十

五項に規定する指定薬物及び同法第七十六条の四に規定する医療等の用途を

定める省令の一部改正について  

R7.10.10 新潟県薬物の乱用の防止に関する条例第 16条項第 1 項に関する知事指定薬物

の新規指定について 

R7.12.10 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保に関する法律第二条第十



 

五項に規定する指定薬物及び同法第七十六条の四に規定する医療等の用途を

定める省令の一部改正について  

R7.12.10 新潟県薬物の乱用の防止に関する条例第 16条項第 1 項に関する知事指定薬物

の新規指定について 

 

【新潟労働局】 

R7. 6.10  「チャレンジ新潟ゼロ災害運動 2025」の実施 

 

【新潟市】 

R7. 4.15  新潟市開発行為技術基準の改正 

R7. 6.10   新潟市の下水道台帳図のインターネット公開について 

 

【(公社)全宅連】 

R7. 4.15  宅地建物取引業法施行令及び宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方の一部 

改正について 

R7. 6.10  宅地建物取引業法施行令及び宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方の一部 

改正について 

R7. 6.10  既存建築物の現況調査ガイドライン改定について 

R7. 6.10  「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則の一部 

を改正する省令」の施行（三部料金制の施行）について 

R7. 6.10   重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規 

         制等に関する法律に基づく区域の指定について 

R7. 8.10  各種周知協力依頼について 

R7. 8.10  提携大学企業推薦入試のご案内  

 

【(一社)全国賃貸不動産管理業協会】 

R7. 4.15   入会のご案内について 

R7. 6.10   賃貸不動産経営管理士講習を開催します 

R8. 2.10  新規会員募集２-３月入会者限定、８年度年会費無料特別キャンペーン 

 

【(公財)不動産流通推進センター】 

R7. 6.10  令和７年度不動産コンサルティング技能試験の実施について 

 

【新潟県不動産コンサルティング協議会】 

R7. 6.10 「不動産コンサルティング技能試験」受験対策基礎教育講座のご案内 

 

【新潟県行政書士会】 

R7.10.10  行政書士制度広報月間（10 月）お知らせ 

 

 



 

（２）会報「宅建にいがた」にチラシ等を同封し、会員皆様に周知した事項は以下のとお

りです。 

【国土交通省】 

R7.10.10  一定面積以上の土地取引には届出が必要です！ 

 

【厚生労働省】  

R7. 6.10   高齢者のための熱中症対策 

 

【国税庁】 

R7.10.10  マイナンバーカードで自宅から e-Tax 

 

【新潟県防災局消防課】 

R7. 8.10  消防用設備等点検アプリをご利用いただけます 

 

【新潟県警察】  

R7. 6.10   不動産業者の皆様へ いつもと違う！何かおかしい？警察にご連絡ください 

 

【新潟市】 

R7. 4.15  健幸すまいリフォーム助成事業 

R8. 2.10  臨時窓口開設 

 

【長岡市】 

R7. 4.15  長岡市空き家バンク登録・成約促進事業補助金のお知らせ 

 

【長岡地域土地開発公社】 

R7. 4.15   長岡地域土地開発公社「分譲地紹介制度のご案内」の送付について 

 

【(一財)大蔵財務協会】  

R7. 4.15   令和７年度「路線価図・評価倍率表」発刊のご案内並びに斡旋について 

 

【(一財)にいがた住宅センター】  

R7. 4.15  受けてますか？建築物の定期健康診断 

 

【(一社)全宅管理】  

R7. 6.10  「全宅管理」入会のご案内 

R7. 6.10   2025年度賃貸不動産経営管理士講習 

 

【新潟県不動産鑑定士協会】   

R7. 6.10  第 22回(令和７年７月１日時点)・新潟県内の不動産市場動向に関するアンケ

ート調査 



 

R7. 8.10  地価調査基準地案内図（令和７年７月１日地価時点）の斡旋について 

R8. 2.10  地価公示標準地案内図（令和８年１月１日価格時点）の斡旋について 

 

【新潟県不動産コンサルティング協議会】 

R7. 6.10 「不動産コンサルティング技能試験」のための受験対策基礎教育講座について 

 

【(公財)不動産流通推進センター】 

R7. 8.10  令和７年度不動産コンサルティング技能試験について 

R7.12.10  2026年度宅建マイスター認定試験について 

 

【全宅住宅ローン(株)】 

R7. 8.10  全宅住宅ローンを忘れていませんか？ 

 

【(株)宅建ファミリー共済】 

R7. 8.10  代理店募集のご案内 

 

【新潟県消防長会予防部会事務局】 

R7. 8.10 共同住宅における消防用設備の点検等の点検報告の実施及び 

住宅用火災警報器の適切な維持管理について 

 

【新潟県認知症コールセンター】 

R7.10.10  ご近所の高齢者をみんなで温かく見守りましょう！ 

 

【巻信用組合】 

R7. 8.10  まきしん住宅ローンのお知らせ 

 

 

（３）ポスターを掲示するなどしてＰＲに協力した事項は以下のとおりです。 

【新潟県知事政策局国際課】  

R7.10. 9  「忘れるな拉致 県民集会」開催案内ポスター掲示について 

 

【新潟県総務部県民生活課】  

R7. 6.30  「安全運転・チャレンジ 100」参加申込書掲示について 

R7.12. 1   令和７年「飲酒運転根絶」啓発用ポスター掲示について 

 

【新潟県土木部都市局建築住宅課】  

R7. 6.30  「省エネ住宅普及促進」パンフレット掲示について 

R7. 7. 7  盛土規制法の周知用ポスター及びチラシ掲示について 

R7. 8.25  にいがた安心こむすび住宅の周知用のぼり旗及びチラシ掲示について 

R7. 9.10 「違反建築防止週間」周知用ポスター掲示について 



 

R7. 9.22 「令和７年度住生活月間」周知用ポスター及びパンフレット掲示について 

 

【新潟県土木部都市局都市政策課】  

R7. 8.25 「にいがた空き家セミナーｉｎ柏崎」開催周知用ポスター及びチラシ掲示につ

いて 

R7.10.20 「あぶない盛土、通報だ！」周知用チラシ掲示について 

 

【新潟県土木部用地・土地利用課】  

R7.10. 2 「令和７年度 土地月間」実施周知用ポスター掲示について 

 

【新潟労働局】  

R7.11.27 「冬季無災害運動」周知用ポスター掲示について 

 

【新潟市環境部環境政策課】  

R8. 1.13  令和７年度新潟市エコハウスセミナー開催に係るチラシ掲示について 

 

【三条市】  

R8. 3.30  移住家族住まいづくり補助金パンフレット等 周知依頼 

 

【新発田市】  

R7. 4.10  新発田で暮らそう！新発田市移住支援制度のご案内のポスター・リーフレット

掲示について 

 

【新潟県交通安全対策連絡協議会】  

R7. 6.23  令和７年「夏の交通事故防止運動」周知用ポスター掲示について 

R7. 9. 2  令和７年「秋の交通安全運動」周知用ポスター掲示について 

R7. 9. 8  「高齢者交通事故防止運動」周知用ポスター及びチラシ掲示について 

R7.11.14  令和７年「冬の交通事故防止運動」周知用ポスター掲示について 

R7.12. 1  令和７年「飲酒運転根絶」啓発用ポスター掲示について 

R8. 3. 5  令和８年「春の交通安全運動」周知用ポスター及びチラシ掲示について 

 

【(公財)不動産流通推進センター】  

R7. 6. 9  令和７年不動産コンサルティング技能試験案内周知用リーフレット・ポスター

掲示について 

 

【日本司法支援センター新潟地方事務所】 

R7. 4.16  法テラスの犯罪被害者支援のポスター掲示  

 

【(公財)マンション管理センター】 

R7. 6.24  マンション管理士試験周知用パンフレット・ポスター掲示  



 

【新潟県行政書士会】 

R7. 6.24  行政書士試験のポスター掲示 

 

【(一財)高齢者住宅財団】 

R7.12. 4 改正住宅セーフティネット法の施行に伴う家賃債務保証制度に係る改訂リーフ 

レット等掲示  

 

（４）協会のホームページに掲載及びメール等にて会員に周知した事項は以下のとおりです。 

【国土交通省】 

R7. 5.17  令和７年度 改正住宅セーフネット法等に関する全国説明会開催について 

R7. 9.17  居住サポート住宅改修事業の募集開始について 

 

【新潟県土木部都市局建築住宅課】 

R7. 4. 1  令和７年度にいがたこむすび住宅推進事業の事業者向けに説明会の開催案内 

 

【新潟県土木部都市局都市政策課】 

R7. 7.16  新潟県より、盛土規制法の規制区域指定後の手続きについて 

 

【新潟県総務部管財課】 

R7. 6. 6  新潟県有地売却のお知らせ 

R7.10.15  新潟県有地売却のお知らせ 

R8. 2.16  新潟県有地売却のお知らせ 

 

【新潟県土木部都市政策課】 

R8. 1. 8 「にいがた空き家管理活用サポーター」についての周知依頼 

 

【新潟県警察本部】 

R7. 9. 9  新潟県有財産売却のご案内 

R7. 9.22  新潟県有財産売却のご案内 

R7.10.16  新潟県有財産売却のご案内 

R7.11.17  新潟県有財産売却のご案内 

R8. 1.19  新潟県有財産売却のご案内 

R8. 1.28  新潟県有財産売却のご案内 

R8. 2. 5  新潟県有財産売却のご案内 

 

【国税局】 

R8. 3.16  令和 8年度国税専門官採用試験について 

 

【北陸農政局】 

R8. 1.23  国有財産売却払公示について周知依頼について 

https://www.pref.niigata.lg.jp/site/toshiseisaku/


 

【新潟県労働局】 

R7.10.31  「過労死等防止対策推進シンポジウム」開催の周知について 

 

【全宅連】 

R7. 6. 2  住宅のリースバック契約のトラブルについて 

R7.11. 7  不動産業における犯罪収益移転防止等に関する措置の徹底について 

R7.11. 7  令和７年分の所得税の確定申告及び事業者のデジタル化促進に関する周知の 

お願いについて 

R7.11. 7  残留物の処理等に関するモデル契約条項の弾力的運用等について 

R7.11. 7  印紙税非課税措置についての周知法協力依頼について 

R7.11. 7  ローン等の媒介時における貸金業登録の必要性についての周知のお願い 

R7.12.17  研修会開催について 

R7.12.19  宅地建物取引業法施行規則及び国土交通省関係住宅宿泊事業法施行規則の一

部を改正する省令及び宅地建物取引業施行規則の一部を改正する命令並びに

宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方の一部改正について 

 

【新潟市】 

R7. 9. 2  私有財産売却に係る一般競争入札告知について 

R8. 2.12  私有財産売却に係る一般競争入札告知について 

R8. 2.20  新潟市開発行為技術基準の改正についての周知依頼 

 

【長岡市】 

R7. 7. 1  市有地・市有財産売却の一般競争入札実施について 

R8. 2.27  ゴミステーション用看板（リチウムイオン電池のごみの出し方）の掲示につ

いて 

 

【上越市】 

R7. 9.19  不動産公売のご案内 

R7. 9.30  「まちなか居住推進事業」の認定地区における制度の概要について 

 

【新発田市】 

R7. 4.23  住宅取得補助金について 

      住宅リフォーム支援事業について 

R7.11.10  居住サポート住宅ガイドブックのご案内 

 

【見附市都市環境課】 

R7.10.20  市分譲地「ウエルネスタウンみつけ」事業者向け販売について周知依頼 

R8. 3.30  新築・建売住宅及び中古住宅取得補助の実施について 

 

 



 

【(公社)長岡法人会】 

R7.10. 4  令和７年度税務研修会のご案内 

 

【(一財)にいがた住宅センター】 

R7. 8. 6  建築物の定期報告についての新着情報公開 

 

【新潟県交通安全対策連絡協議会】 

R7. 6.13  「夏の交通事故防止運動」についての周知依頼 

 

【住宅金融支援機構】  

R7. 8.20  セミナー開催の周知依頼 

 

【不動産流通推進センター】 

R7. 9. 2  「スコア過去問題・解説」についてのお知らせ 

 

【新潟県住宅リフォーム推進協議会】 

R7.12. 1  (一財)にいがた住宅センターより「令和７年度長寿命化リフォームセミナー」

の開催周知依頼 

 

【新潟県住宅供給公社】 

R7. 7. 2  新潟県住宅供給公社より一般競争入札のお知らせ 

R7.12.19  公社総合ビル及び駐車場の一般競争入札についての周知依頼 

R8. 2.10  公社賃貸住宅ライフタウン豊栄の一般競争入札の実施について 

 

【(一社)全宅管理】 

R8. 1.28  令和８年２-３月入会促進キャンペーンのお知らせ 

 

【巻信用組合】 

R7.10. 4  「まきしん住宅ローン」のお知らせ 

R7.11. 5  「まきしん住宅ローン」のお知らせ 

R7.12.12  「まきしん住宅ローン」のお知らせ 

R8. 2. 2  「まきしん住宅ローン」のお知らせ 

 

 



 

【公益目的事業２】 

 

１．新潟県との｢災害時における民間賃貸住宅の媒介に関する協定書｣にもと 

  づく事業 

新潟県との災害協定                     （担当 － 提携業務委員会） 

  平時においては、制度の周知をはかるため会員皆様に、「宅建にいがた」等を通して、

ＰＲ致しました。 
 

東日本大震災の発生に対する対応 

新潟県借上げ住宅の事務処理業務委託の要請があり、平成24年４月１日より事務処理

業務を継続して行ってまいりましたが、借上げ住宅無償提供が令和８年３月31日をも

って終了したことにより委託業務は終了致しました。 
 

令和６年能登半島地震の受託業務 

新潟市より借上げ住宅の事務処理業務委託の要請があり、令和８年３月31日現在、159

件の事務処理業務を行っております。新潟県からは損害保険の事務処理業務委託を行

っております。 

 

２．新潟県との｢県有地の売払いに関する情報提供及び媒介についての協定 
  書｣にもとづく事業 

県有地の売払いに協力致しました                   （担当 － 提携業務委員会） 

新潟県との「県有地の売払いに関する情報提供及び媒介についての協定書」（平成

17年７月12日調印）にもとづいて、県有地の売払い情報の提供に協力致しました。 

 

３．新潟県との「民間賃貸住宅に居住する高齢者の見守りに関する覚書」 
  にもとづく事業 

高齢者の見守りに関する協定                       （担当 － 提携業務委員会） 

（１）新潟県では、毎年２月・９月を｢高齢者見守り強化月間」と定め、誰もが安心して暮ら

せる地域づくりを目指しており、本会は、新潟県の「高齢者見守り強化月間」の制定

に対し新潟県福祉保健部作成のチラシを会員皆様に配布するとともに、幟を立てて

県行政に協力致しました。  
 

（２）会報｢宅建にいがた｣を通して、会員皆様に制度を周知致しました。 

 
４．新潟県との｢交流・定住促進のための不動産取引相談等に関する協定書｣ 
  にもとづく事業                             （担当 － 提携業務委員会） 
(１)新潟県が主催する「にいがたＵ・Ｉターンフェア 2025」（東京交通会館）に参加し、

来場者の相談対応を行いました。 

     本会への相談件数は、７件でした、 

各種団体と連携してより良い地域社会を形成するための 
地域貢献事業 



 

 (２)にいがた移住定住推進ネットワーク会議に出席致しました。 

 

５．公共事業代替地業務に関する事業            （担当 － 提携業務委員会） 

(１)公共事業 

公共事業代替地業務 

新潟県提携業務連絡協議会を開催致しました。 

ァ.令和７年 ８月 20日(水) 中越・上越地区  

ィ.令和７年 10月 ３日(金)  新潟・下越地区 

 

６．新潟県交通安全対策連絡協議会の会員としての事業 

    新潟県交通安全対策連絡協議会の会員として、「県民交通安全フェア」に出席すると

ともに事業に協力致しました。 

 

７．新潟県犯罪のない安全で安心なまちづくり推進協議会の会員としての 
  事業                                      （担当 － 提携業務委員会） 

(１)新潟県犯罪のない安全で安心なまちづくり推進協議会の「新潟県犯罪のない安全安

心なまちづくり県民大会 2025」に出席するなど事業に協力致しました。 
 

(２)安全・安心推進協議会ニュースの周知依頼については、会報「宅建にいがた」に掲載

して、会員皆様に周知致しました。 

 
８．新潟県警察本部との「こども 110番の店に関する覚書」にもとづく事業 

（担当 － 提携業務委員会） 
新潟県警察本部との「こども 110 番の店に関する覚書」（平成 18 年６月 23 日調印） 

にもとづき、会員皆様の事業所のある地域社会において活動致しました。 

 
９．新潟県警察本部との｢安全で安心なまちづくりに関する覚書｣にもとづく 
  事業                                      （担当 － 提携業務委員会） 

   犯罪のない「安全で安心なまちづくりに関する覚書｣（平成 23 年 10 月 14 日調印） 

にもとづき、防犯活動に協力致しました。 

 

10．県内 13税務署との資産税協議会に関する事業 
新潟県資産税協議会の事業を推進 

（１）土地住宅税制について解説した冊子「あなたの不動産税金は」を会員皆様に配布し、

税知識の普及をはかりました。 
 

（２）税務署単位で研修会を開催致しました。 
 

（３）新潟税務署より、オンラインによる確定申告について広報依頼があり、チラシを会

員皆様に配付するなど周知致しました。 

 



 

11．行政との｢企業立地に伴う不動産の情報提供に関する協定書｣にもとづく
事業                                      （担当 － 提携業務委員会） 
新潟市と｢企業立地に伴う不動産の情報提供に関する協定書｣(平成 18 年５月１日調

印)にもとづき、不動産情報の提供を行いました。 

 

12．行政との生活保護申請者に対する賃貸住宅の斡旋に関する事業 
（担当 － 提携業務委員会） 

（１）生活保護申請者への住居の斡旋 

住居が決まらなければ生活保護の受給ができないため、新潟支部・長岡支部では、

生活保護申請者へ保証人不要で賃貸住宅の情報提供を行いました。また、新潟市に

おいては、生活保護費から家賃のうち住宅費を直接支払う代理納付制度で行ってお

ります。斡旋件数は参考資料７参照 
 

（２）精神障害者の自立を支援 

 

13．新潟県及び市町村と提携した空き家相談に関する事業 
 （担当 － 提携業務委員会） 

①空き家相談事業のホームページの運営を行いました。 

②空き家相談を適切に運営するため、空き家相談員に対する研修を行いました。 

③行政より依頼があり、相談員を派遣致しました。 

  新潟県、新潟市、長岡市、五泉市、小千谷市、燕市、聖籠町 

④県本部・各支部において、空き家に関する相談を行いました。 

⑤市町村との空き家バンク制度等の協定にもとづき、相談、物件調査、物件案内を

行いました。 

⑥新潟県が実施する「にいがた空き家管理活用サポーター」に登録致しました。 

⑦新潟市空家等管理活用支援法人の申請を致しました。 

 

14．新潟県との「危険ドラッグの販売・製造防止に関する協定書」に基づく

事業                                      （担当 － 提携業務委員会） 
「危険ドラッグの販売・製造防止に関する協定書｣（平成 26 年 11 月 28 日調印）に

もとづき、｢新潟県薬物の濫用の防止に関する条例に規定する知事指定薬物の新規

指定｣等についての周知を会報「宅建にいがた」を通じて行い、薬物の乱用防止の

啓発活動に協力致しました。 

 

15．居住支援協議会に関する事業                （担当 － 提携業務委員会） 
新潟県における居住支援に係る勉強会に出席致しました。 

新潟市居住支援協議会設立準備会に出席致しました。 

 



 

収益事業等 

 

１．当協会が所有する新潟県宅建会館及び隣地の賃貸事業 
（１）新潟県宅建会館（新潟市中央区明石地内）及び隣地の有効活用 

      会館の一室及び隣地を(一社)新潟県宅建サポートセンターに賃貸し、賃貸収入は協

会事業に充当致しました。 

 

（２）新潟県宅建中越会館（長岡市中沢地内）の有効活用 

      (一社)新潟県宅建サポートセンターが行った登録実務講習に賃貸致しました。 

 

 

会務の管理（法人会計） 

 

１．当協会の会計管理に関する業務 
（１）会費未納会員に対する対応                         （担当 ― 綱紀苦情委員会） 

      会費未納者に対し会費納入にむけ督促致しました。 

 

（２）総務、財務に関する業務                           （担当 ― 総務財務委員会） 

      ①理事会の開催準備を致しました。 

      ②県本部・各事業所の経理の支払業務を承認致しました。 

      ③県本部・各事業所予算の執行状況について承認致しました。 

      ④県本部の金融資産の保全につとめました。 

 

２．当協会の円滑な会務運営に関する業務 
①公益目的事業、共益事業、収益事業、管理業務を県本部及び４事業所で行いました。 

     ②上越事業所を令和８年３月 10日をもって閉鎖致しました。 

 

 

 

 

  



 

会議及び委員会の開催 

 

 １ 定時総会の開催                                                                
 
 定時総会(令和７年５月 29日開催)でご承認を賜った事業計画にもとづき、 

・公益目的事業 

・消費者に対するサービス事業 

・会員皆様に対する業務支援事業 

 等を、実施致しました。 

 

 ２ 理事会                                                                        
 
 定期理事会を６回、臨時理事会を１回開催し、事業の推進及び実施について審議及び協議

致しました。 

 

 ３ 広  報                                                                        
 
(１) 会報「宅建にいがた」の発行                        （担当 ― 総務財務委員会） 

会報「宅建にいがた」を隔月発行し、会員皆様に協会事業、法改正、各種連絡事項等

を周知致しました。 

 

(２) 出版図書のＰＲ                                     (担当 ― 総務財務委員会) 

     ①出版社の依頼にもとづき、会員皆様に専門図書の周知を行いました。 

     ②案内図書を通して知識を習得し、消費者にサービスを行いました。 

 

(３) パンフレット、リーフレットの配布                   (担当 ― 総務財務委員会) 

行政、関係団体の依頼にもとづき、会員皆様にパンフレット等を配布し、行政の円滑

な事業に協力致しました。 

 

(４) 各種講習会の案内                                   (担当 ― 総務財務委員会) 

会報「宅建にいがた」及びメールを通して会員皆様に、ホームページを利用して一般

消費者に周知致しました。 

 

 ４ 他団体との協力                                                               
 
(１) 国土交通大臣認定 不動産コンサルティング技能試験のＰＲ 

                                                        (担当 ― 総務財務委員会) 

     会報「宅建にいがた」を通して、不動産コンサルティング技能試験をＰＲ致しました。 

 

 



 

５ 業務支援事業を通して消費者サービスの向上                                      
 
(１) 各支部の事業活動 

   ①不動産フェアの開催 ― 本会の事業のＰＲ、無料相談会の実施を致しました。 

     後援：国土交通省、新潟県、新潟日報、村上市（村上支部） 

   ②研修業務（県本部・各支部ハトマークセミナー、女性部・青年部会研修会等） 

      ― 研修を通して知識の習得、消費者サービスの向上をはかりました。 

   ③消費者よりの苦情相談・空き家相談に対応し、消費者サービスにつとめました。 

   ④資産税協議会の事業を推進 

      ― 県下 12税務署において、事業を推進致しました。 
 

（２）一般社団法人全国賃貸不動産管理業協会（全宅管理）の事業 

   ①会報「宅建にいがた」にＰＲ記事を掲載し、入会促進をはかりました。 

     令和８年３月 31日現在の会員数 131社 

②令和７年９月 12 日(金)「賃貸不動産経営管理士講習」(５問免除講習)を新潟テルサ

で開催致しました。受講者 74名 

   ③賃貸管理業務を支援するため研修会を開催致しました。 

（全宅管理会員は無料、宅建協会会員は有料） 

      開催日：令和８年１月 29日(木) 

      テーマ：「原状回復と退去立会い」 

      講  師：弁護士  佐 藤   貴 美  先生 

      受講者：83社  108名 
 

（３）住宅ローンのＰＲ                                  (担当 ― 総務財務委員会) 

      提携金融機関との宅建ローン及び住宅ローンのＰＲを行い、融資実績向上をはかり

ました。 

      全宅住宅ローンのフラット 35・50、買取再販ローン｢希望｣のＰＲを行いました。 
 

 

 ６ 会議及び委員会の開催状況                                                     
 
R 7. 4. 3   (一社)全宅管理新潟県支部監査 

R 7. 4.12  古市博文氏旭日双光章受章祝賀会（於 オークラ千葉ホテル） 

R 7. 4.15  期末監査会 

R 7．4.24    (公社)首都圏不動産公正取引協議会 第１回理事会（Web会議） 

R 7. 5.13    (公財)新潟県暴力追放運動推進センター 第１回理事会 

（於 新潟県自動車会館） 

R 7. 5.26  新潟県土地家屋調査士会定時総会（於 ホテルオークラ新潟） 

R 7．5.28  にいがた移住定住推進ネットワーク会議（Web会議） 

R 7. 5.29  令和７年度定時総会（第59回総会） 

        1．会  場  新潟グランドホテル 



 

        2．出席会員数   会員総数 1,241名 

（出席会員数本人 79名、委任状による出席 832名 合計911名） 

        3．議 長 団  横山 正憲 氏、 野上  透 氏 

        4．議  事   

         【報告事項】 

          報告第１号   令和６年度 事業報告書について 

          報告第２号   令和７年度 事業計画書について 

          報告第２－１号 令和７年度 正味財産増減計算書 

          報告第３号   その他 

        【決議事項】 

          議案第１号   令和６年度 決算承認について 

                  監査報告 

          議案第２号 その他 

R 7. 5.30  (公社)全宅連 第１回理事会（於 第一ホテル東京） 

R 7. 5.30  (一社)全宅管理 第１回理事会（於 第一ホテル東京） 

R 7. 5.30  全宅連 東日本地区指定流通機構協議会 第１回幹事会 

（於 第一ホテル東京） 

R 7. 6. 9   (公社)全宅連 第２回広報啓発委員会（Web会議） 

R 7. 6.11  (一社)全宅管理 事業説明・意見交換会（Web会議） 

R 7. 6.17  令和６年能登半島地震における賃貸型応急住宅 

入居期間延長に係る説明会（Web会議） 

R 7. 6.20    (公社)首都圏不動産公正取引協議会 第３回理事会 

(公社)首都圏不動産公正取引協議会 第55回定時社員総会 

（於 メトロポリタンエドモンド） 

R 7. 6.22  小千谷市空き家無料相談会（於 テレワークステーションおぢや） 

R 7. 6.26  (公社)全宅連 定時総会（於 ホテルニューオータニ） 

R 7. 6.27  (一社)全宅管理 第15回定時総会（於 TODAホール＆カンファレンス東京） 

R 7. 7. 8  新潟市感謝状贈呈式 --能登半島地震--（於 新潟市役所） 

R 7. 7.10  全宅連 甲信越地区懇話会・関東地区連絡会 女性部・青年部等懇談会 

（於 ホテルメトロポリタン高崎） 

R 7. 7.25  新潟県交通安全対策連絡協議会「県民交通安全フェア」（於 新潟テルサ） 

R 7. 7.25    (公社)首都圏不動産公正取引協議会 事務局長連絡会議（Web会議） 

R 7. 7.30  国交省北陸地方整備局建設産業行政研修会（於 北陸技術事務所） 

R 7. 8.27   全宅連 甲信越地区懇話会（於 ホテル小柳）  

R 7. 9. 2   (公社)全宅連 都道府県協会長 (公社)全宅保証本部長合同会議 

（於 びわ湖大津プリンスホテル） 

R 7. 9. 3   (公社)全宅連 都道府県協会 地方本部事務局長会議 

R 7. 9. 4                     （於 ホテルボストンプラザ草津びわ湖） 



 

R 7. 9.12  賃貸不動産経営管理士講習会（於 新潟テルサ） 

R 7．9.17  全宅連 東日本地区指定流通機構協議会 令和７年度評議員会 

（於 湯本富士屋ホテル） 

R 7. 9.18    (公社)首都圏不動産公正取引協議会 調査指導委員会・事情聴取会 

（於 公取協） 

R 7. 9.19  新潟県特殊詐欺撲滅対策推進協議会（於 新潟県自治会館） 

R 7. 9.25  新潟県多様な居場所活動交流会（於 田上町交流会館） 

R 7. 9.26  五泉市「無料空き家相談会」（於 五泉市福祉会館） 

R 7. 9.27  にいがた空き家相談会㏌柏崎（於 柏崎市役所） 

R 7.10. 3   建築士事務所全国大会(新潟大会)（於 朱鷺メッセ） 

R 7.10. 4   三橋義人氏黄綬褒章受章祝賀会 

（於 横浜ベイシェラトンホテル＆タワーズ） 

R 7.10.10  にいがたＵ・Ｉターンフェア2025オンライン説明会（Web会議） 

R 7.10.14   (公社)全宅連 第４回広報啓発委員会（於 長崎市） 

R 7.10.17  新潟県犯罪のない安全安心なまちづくり県民大会2025 

（於 新潟ユニゾンプラザ） 

R 7.10.21  新発田支部常設の相談所開所式（於 新発田市：松縁館） 

R 7.10.23  全宅連 関東地区連絡会・甲信越地区懇話会交流会 

                        (於 ホテルニューオータニ長岡) 

R 7.10.23   にいがた移住定住推進ネットワーク会議（於 新潟県自治会館別館） 

R 7.10.27   第１回新潟県耐震改修促進計画改定検討委員会（於 新潟県自治会館） 

R 7.10.28  建設業関係労働時間削減推進協議会 (於 新潟美咲合同庁舎) 

R 7.10.31  新潟県立入検査 

R 7.11. 9    にいがたＵ・Ｉターンフェア2025（於 東京交通会館） 

R 7.11.12    

R 7.11.13    
 
R 7.11.19  (公財)新潟県暴力追放運動推進センター臨時理事会・意見交換会 

（於 ハミングプラザVIP新潟） 

R 7.11.23   清澤  進氏黄綬褒章受章祝賀会（於 ホテルブエナビスタ） 

R 7.11.28  (公社)全宅連 第２回理事会（Web出席） 

R 7.12.11  中間監査会 

R 7.12.19    (公社)首都圏不動産公正取引協議会 第６回理事会（Web会議） 

R 7.12.19  暴力排除団体連絡会議（於 新潟テルサ） 

R 7.12.25  全宅連 北海道・東北・甲信越地区連絡会 第３回運営協議会（Web会議） 

R 8. 1. 8  新潟県行政書士会賀詞交歓会（於 ホテルオークラ新潟） 

R 8  1.14  (公社)東京都宅建協会 創立60周年記念賀詞交換会 

（於 京王プラザホテル） 

R 8. 1.21   (公社)全宅連 第５回広報啓発委員会（Web会議） 

全宅連 北海道・東北・甲信越地区連絡会 第２回運営協議会 

(於 プレミアホテル－CABIN PRESIDENT-函館) 

 



 

R 8. 1.22  (公社)全宅連・全宅保証 賀詞交歓会（於 ホテルニューオータニ） 

R 8. 1.22    (公社)首都圏不動産公正取引協議会 調査指導委員会・事情聴取会 

（於 公取協） 

R 8. 1.29    (公社)首都圏不動産公正取引協議会 第７回理事会 

（於 ホテルメトロポリタンエドモント） 

R 8. 1.29  第２回新潟県耐震改修促進計画改定検討委員会 

 (於 新潟県トラック総合会館）  

R 8. 1.29  (一社)全宅管理新潟県支部研修会（於 新潟テルサ） 

R 8. 1.30  新潟県認知症バリアフリー社会実現に向けた 

民間企業・団体との情報交換会（於 新潟県自治会館） 

R 8. 2. 5  新潟市居住支援協議会設立準備会（於 新潟市役所） 

R 8. 2.10  (一社)全宅管理新潟県支部役員会 

R 8. 2.28   長田  満氏旭日双光章受章祝賀会（於 ハイランドリゾートホテル＆スパ） 

R 8. 3.12  (公財)新潟県暴力追放運動推進センター第２回理事会 

（於 新潟県自動車会館） 

R 8. 3.12  新潟県第２回にいがた安心こむすび住宅推進協議会（於 新潟県庁） 

R 8. 3.17  新潟県地域の見守り活動に関する協定担当者情報交換会（Web会議） 

R 8. 3.17  全宅連 北海道・東北・甲信越地区連絡会 第４回運営協議会 

（於 札幌東急REIホテル） 

R 8. 3.24  (公社)全宅連 第３回理事会（於 第一ホテル東京） 

R 8. 3.24  新潟市障がいのある人もない人も 

共に生きるまちづくり条例推進会議 （於 新潟テルサ） 

R 8. 3.28  第３回新潟県耐震改修促進計画改定検討委員会 （於 新潟県庁） 

 

 

【理事会】 

R 7. 4.25  第１回理事会・保証協会幹事会合同会議 

R 7. 5.29  第２回理事会・保証協会幹事会合同会議 

R 7. 7.24  第３回理事会・保証協会幹事会合同会議 

R 7. 9.26  第４回理事会・保証協会幹事会合同会議 

R 7.11.27  第５回理事会・保証協会幹事会合同会議 

R 7.12.24  臨時理事会・保証協会幹事会合同会議 

R 8. 2.19  第６回理事会・保証協会幹事会合同会議 

 

【正副会長・専務理事会議】 

R 7. 7. 9  第１回正副会長・専務理事会議 

R 7. 9. 1  第２回正副会長・専務理事会議 

R 8. 2.17  第３回正副会長・専務理事会議 



 

【常務理事会】 

R 7. 4.17  第１回常務理事会 

R 7. 7.17  第２回常務理事会 

R 7. 9.10  第３回常務理事会 

R 7.11.20  第４回常務理事会 

R 8. 2. 5  第５回常務理事会 

 

【総務財務委員会】 

R 7. 4.14  第１回総務財務委員会・保証協会総務委員会合同会議 

R 7. 5.23  第２回総務財務委員会・保証協会総務委員会合同会議 

R 7. 7. 9  第３回総務財務委員会・保証協会総務委員会合同会議 

R 7. 8.21   第４回総務財務委員会・保証協会総務委員会合同会議 

R 7. 8.21   第１回女性部会・青年部会合同会議  

R 7.10.30  第２回女性部会・青年部会合同会議 

R 7.11.11  第５回総務財務委員会・保証協会総務委員会合同会議 

R 7.11.18  女性部会・青年部会発会式 (於 ホテルニューオータニ長岡) 

R 8. 1.26  第６回総務財務委員会・保証協会総務委員会合同会議 

R 8. 1.26  第３回女性部会・青年部会合同会議 

 

【綱紀苦情委員会】 

R 7. 5.22  第１回綱紀苦情委員会・保証協会弁済業務・入退会委員会合同会議 

R 7. 7.31  2025年度相談員研修会（於 長岡市立劇場） 

R 7. 7.31    第２回綱紀苦情委員会・保証協会弁済業務・入退会委員会合同会議 

R 7.10. 7  第３回綱紀苦情委員会・保証協会弁済業務・入退会委員会合同会議 

R 7.11. 7  第４回綱紀苦情委員会・保証協会弁済業務・入退会委員会合同会議 

R 7.12.24  第５回綱紀苦情委員会・保証協会弁済業務・入退会委員会合同会議 

R 8. 1.15  第６回綱紀苦情委員会・保証協会弁済業務・入退会委員会合同会議 

 

【聴 聞 会】 

R 7. 6. 2  新津支部聴聞会 

R 7. 8. 7  新潟支部聴聞会 

R 7. 8.25  上越支部聴聞会 

R 7. 9. 9  上越支部聴聞会 

R 7.10.17  上越支部聴聞会 

R 7.11.12  新潟支部聴聞会 

R 7.12.15  上越支部聴聞会 

 



 

【入会審査会】 

R 7. 4. 8  第１回入会審査会（於 新潟県宅建中越会館） 

R 7. 4.14  第２回入会審査会（於 新津五泉不動産業協会） 

R 7. 4.18  第３回入会審査会（於 新潟県宅建会館） 

R 7. 4.28  第４回入会審査会（於 上越宅建会館） 

R 7. 5.16  第５回入会審査会（於 新潟県宅建会館） 

R 7. 5.19  第６回入会審査会（於 新津五泉不動産業協会） 

R 7. 6. 3  第７回入会審査会（於 上越宅建会館） 

R 7. 6.10  第８回入会審査会（於 新潟県宅建中越会館） 

R 7. 6.17  第９回入会審査会（於 新潟県宅建中越会館） 

R 7. 8. 7  第11回入会審査会（於 新潟県宅建会館） 

R 7. 8. 8  第10回入会審査会（於 上越宅建会館） 

R 7. 8.22  第12回入会審査会（於 新潟県宅建中越会館） 

R 7. 8.28  第13回入会審査会（於 新潟県宅建会館） 

R 7. 9. 1  第14回入会審査会（於 上越宅建会館） 

R 7. 9. 8  第15回入会審査会（於 新潟県宅建会館） 

R 7.10.10  第16回入会審査会（於 新潟県宅建会館） 

R 7.11. 4  第17回入会審査会（於 下越事業所） 

R 7.11.21  第18回入会審査会（於 新潟県宅建中越会館） 

R 7.12. 9  第19回入会審査会（於 新津五泉不動産業協会） 

R 7.12.19  第20回入会審査会（於 新潟県宅建中越会館） 

R 8. 1.30  第21回入会審査会（於 新潟県宅建会館） 

R 8. 2. 2  第22回入会審査会（於 新潟県宅建会館） 

R 8. 2.16  第23回入会審査会（於 新潟県宅建中越会館） 

R 8. 2.20  第24回入会審査会（於 上越宅建会館） 

R 8. 2.27  第25回入会審査会（於 新潟県宅建会館） 

R 8. 3.10  第26回入会審査会（於 新潟県宅建会館） 

R 8. 3.27  第27回入会審査会（於 新潟県宅建中越会館） 

R 8. 3.31  第28回入会審査会（於 新潟県宅建会館） 

 

【開業支援セミナー】 

R 7. 8. 6   第１回開業支援セミナー (於 新潟県宅建会館） 

R 7.10.29  第２回開業支援セミナー（於 新潟県宅建中越会館） 

R 8. 1.17  第３回開業支援セミナー（中止） 

R 8. 2.14  第４回開業支援セミナー（於 新潟県宅建会館） 

R 8. 3.14  第５回開業支援セミナー（於 新潟県宅建中越会館） 

 



 

【提携業務委員会】 

R 7. 7.11   第１回提携業務委員会 

R 7. 8.20    新潟県(上・中越地区)提携業務連絡協議会（於 長岡国道事務所） 

R 7.10. 3    新潟県(新潟･下越地区)提携業務連絡協議会（於 新潟国道事務所） 

R 7.10.29    新潟市用地対策課と協議（於  新潟市役所） 

R 7.11. 9    新潟U・Iターンフェア2025（於  東京交通会館） 

R 8. 1.16    第２回提携業務委員会 

R 8. 1.27    第３回提携業務委員会 

 

【指導研修委員会】 

R 7. 6.23   第１回指導研修委員会・保証協会研修委員会合同会議 

R 7. 8. 4   第１回ハトマークセミナー (於 上越市民プラザ） 

R 7. 8. 5   第１回ハトマークセミナー (於 パストラル長岡・朱鷺メッセ） 

  [研修テーマ・講師] 

「重要事項説明書の書き方について」 

                         株式会社 ときそう 

                代表取締役・不動産鑑定士  吉野 荘平 先生 

「建設産業を巡る最近の動向」 

                         北陸地方整備局建政部  ご担当者様 
 

 [受講者] 

新潟会場 71名、長岡会場 62名、上越会場 71名  

ＷＥＢ受講数：ライブ配信視聴 103名、録画配信視聴 67社  

R 7. 9.16   第２回指導研修委員会・保証協会研修委員会合同会議 

R 7.11. 9  消費者セミナー（於 リージョンプラザ上越） 

[研修テーマ・講師]  

「横綱大の里を育てた海洋高校監督のかにや旅館物語」 

県立海洋高校  田海 哲也 総監督    

[来 場 者]   160名 

 

R 7.11.25   第２回ハトマークセミナー (於 パストラル長岡・朱鷺メッセ） 

R 7.11.26   第２回ハトマークセミナー (於 直江津学びの交流館） 

[研修テーマ・講師]  

「賃貸管理物件の紛争・裁判時に提供すべき情報」 

           武市法律事務所   代表・弁護士  武市 吉生 先生 

 [受講者] 

新潟会場 53名、長岡会場 44名、上越会場 15名  

ＷＥＢ受講数：ライブ配信視聴 91名、録画配信視聴 80社  

 



 

R 7.12. 5  第３回指導研修委員会・保証協会研修委員会合同会議 

  新入会員研修会（於 新潟県宅建会館３階会議室） 

       ［研修科目・講師］ 

             司会  指導研修副委員長      林     宏 

       １．会長挨拶・業界の展望について    

                 会    長                水  本  孝  夫 

       ２．新潟県宅建協会の組織と事業について 

         (一社)新潟県宅建サポートセンターについて 

                 理  事         阿 部   誠 

              ３．(一社)全宅管理の事業について 

  (一社)全国賃貸不動産管理業協会新潟県支部 

                 支 部 長        石  井  政  治 

       ４．不動産広告の表示規制と事例について 

         (公社)首都圏不動産公正取引協議会 

上席調査役         古 賀 大 道 様 

       ５．宅地建物取引業法について 

         新潟県土木部都市局建築住宅課 

住宅宅地係 主任     眞 杉 美 咲 様 

       ６．苦情解決業務と相談事例ついて 

                 綱紀苦情委員長      阿 部 昌 史 

７．修了証書授与  指導研修委員長      高 橋 達 平 
 
                       ［受  講  者］ 25社 25名 

R 8. 2. 9  第３回ハトマークセミナー (於 朱鷺メッセ、パストラル長岡)  

[研修テーマ・講師] 

               「中古住宅売買・賃貸物件における重要事項説明の 

               特約容認事項に関する注意事項について」 

         株式会社新潟建築確認検査機構    ご担当者様  

               「空き家を資源に変える町、井波。」 

小西不動産㈱代表取締役 

(一社)アキヤラボ代表理事    

[受講者] 

新潟会場 55名 

長岡会場（パブリックビューイング） 22名、  

ＷＥＢ受講数：ライブ配信視聴 170名、録画配信視聴 105社  

 

 

 

 

小西 正明 様 



 

【法定業務委員会】 

R 7. 4.10    第１回宅地建物取引士法定講習会（於 朱鷺メッセ） 

R 7. 6.10  第２回宅建試験事務説明会（Web会議） 

R 7. 6.23  第１回法定業務委員会 

R 7. 7.11    第２回宅地建物取引士法定講習会（於 ハイブ長岡） 

R 7. 8.26  第３回宅建試験事務説明会（Web会議） 

R 7.10. 1    第３回宅地建物取引士法定講習会（於 朱鷺メッセ） 

R 7.10. 6  宅地建物取引士資格試験監督員会議（於 朱鷺メッセ） 

R 7.10. 8  宅地建物取引士資格試験監督員会議（於 パストラル長岡） 

R 7.10.19  宅地建物取引士資格試験実施  

（北越高等学校、朱鷺メッセ、長岡商業高等学校） 

R 7.12.16  宅地建物取引士資格試験事務統括会議（Web会議） 

R 7.12.16  第２回法定業務委員会 

R 8. 1.13  第３回法定業務委員会 

R 8. 1.14    第４回宅地建物取引士法定講習会（於 ハイブ長岡） 

R 8. 3. 2  令和８年度第１回宅建試験事務説明会 （Web会議） 

 

【未来検討委員会】 

R 7. 7.22  第１回未来検討委員会 

R 8. 1.23  第２回未来検討委員会 

 

【選挙管理委員会】 

R 7.11. 6  第１回選挙管理委員会 

R 8. 1. 7  第２回選挙管理委員会 

R 8. 1.21  第３回選挙管理委員会 

R 8. 2.17  第４回選挙管理委員会 

 

 


